
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

4,784

第58期 第58期 第58期 第58期

169 217

37

第60期 第60期 第60期 第60期

5,343

第59期

5,061

79

第59期

170

137

第59期

234

71

第59期

206

※ 前事業年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を適用しております。

F I N A N C I A L  H I G H L I G H T S

決算ハイライト

前事業
年度比 5.6%増

5,343百万円

売 上 高

5,600百万円

売 上 高

247百万円

営 業 利 益

301百万円

経 常 利 益

264百万円

当 期 純 利 益

79百万円

営 業 利 益

137百万円

経 常 利 益

71百万円

当 期 純 利 益

2024年２月期の業績

POINT  世間的な品薄状況が続くなか、受注量は全般的に繁忙状態が続いた

2025年２月期の業績予想

証券コード  5817

2023年3月1日 ▶ 2024年2月29日 

株 主 通 信第60期

前事業
年度比53.2%減

前事業
年度比41.4%減

前年比 4.8%増 前年比209.1%増 前年比118.8%増 前年比270.5%増

前事業
年度比65.5%減



代表取締役社長　植村 剛嗣

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。ここに、第60期（2023年3月1日から

2024年2月29日まで）における決算のご報告を申し上げます。

　当事業年度における我が国経済は新型コロナ

ウイルス感染症の感染症法上の分類が５類移行

により社会・経済活動の正常化が一段と進展し

たことに伴い、緩やかな回復傾向がみられまし

た。一方でロシア・ウクライナ情勢の長期化や

世界的なインフレの継続、金融引き締め政策に

伴う企業の投資抑制など世界経済活動には減速

感がみられました。また、中国や欧米を中心と

した景気後退懸念、米中の対立による半導体輸

出管理規制強化や中東地域の地政学的リスクの

損益計算書の概要 （単位：百万円）

第60期
2023年３月1日〜2024年２月２9日

第59期
2022年３月1日〜2023年２月２８日

売上高
5,061

営業利益
170

経常利益
234

売上原価
販売費及び一般管理費 

営業
利益 法人税等

営業外
費用 特別

損失
206

当期純利益
営業外
収益

売上高
5,343

4,166
1,096

79

経常
利益
137 税引前

当期
純利益
74 2

27
63 当期

純利益
71

85

F I N A N C I A L  STAT E M E N T S

財務諸表（要約） 

営業の概況

TO  O U R  S H A R E H O L D E R S

B U S I N E S S  O U T L I N E

株主の皆様へ

高まりは継続しており、円安の進行に伴う物価

上昇など、依然として先行き不透明な状況が継

続しています。

　この結果、当社の業績につきましては、当事

業年度の売上高は5,343,264千円(前事業年度

比5.6％増)、営業利益79,906千円(前事業年度

比53.2％減)、経常利益137,587千円(前事業年

度比41.4％減)、当期純利益71,259千円(前事

業年度比65.5％減)となりました。



貸借対照表の概要 （単位：百万円）

第60期 期末
2024年２月29日現在

第60期 期末
2024年２月29日現在

第59期 期末
2023年２月28日現在

第59期 期末
2023年２月28日現在

526
現金及び預金

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

2,348

13

1,778

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

現金及び預金
流動負債

固定負債
1,942

1,510

株主資本

評価・換算差額等
4,530

73

株主資本

評価・換算差額等

資産合計
8,056

流動資産
3,915

固定資産
4,141

負債・
純資産合計
8,056

負債
3,453

純資産
4,603

2,926

17

1,802

644

資産合計
9,148

流動資産
4,402

固定資産
4,746

負債・
純資産合計
9,148

流動負債

固定負債
2,339

2,255

4,463

90

負債
4,594

純資産
4,553

R E V I E W O F  S E G M E N T  O P E R AT I O N S

部門別の概況

売上高

セグメント利益

5,200百万円

132百万円

5,200

132

4,827
342

（単位：百万円）
　売上高  　セグメント利益

第60期第59期

　電線事業につきましては、新型コロナウイルス感染症も落ち着
きをみせ、上期においては、半導体需要減少の影響を受けFA関係
全般に厳しい状況でしたが、プラント工事案件や信号線等のその
他工事案件が好調であった為、予算通りに推移いたしました。一
方下期については、世間的な品薄状況が続くなか、計装ケーブル
や制御線・信号線等の絡む案件が継続的に続き、受注量としては
非常に好調となりました。またOEM製品の受注量についても全
般的に繁忙状態が続きました。
　これにより、売上高5,200,942千円（前事業年度比7.7％増）、
前期の開示修正に関する訂正追加業務・改善工数に加え、各拠
点の移動費用に関しての販管費用がそれぞれ想定以上に発生した
ことからセグメント利益132,611千円（前事業年度比61.3％減）
となりました。

計装・制御・通信・防災用の各種ケーブル、光ファイバーケーブルの企画・製造・販売
受託開発による各種高機能電線の製造・販売

事業内容

トータルソリューション事業

売上高

セグメント損失

142百万円

△52百万円

　売上高  　セグメント損益
（単位：百万円）

△52

142

△171

234

第60期第59期

産業用製品の企画・製造・販売
各種自動化・省力化システムのソリューションに対する受託開発
スマート工場構築に関するソリューション支援

　トータルソリューション事業につきましては、スマートグラス
の販売があったものの、jSeeq-care（介護現場サポート）システ
ムの平行販売や新規受注案件が獲得できず、売上は減少しました。
　これにより、売上高142,322千円（前事業年度比39.2％
減）、セグメント損失52,705千円（前事業年度はセグメント損失
171,644千円）となりました。

事業内容

電線事業

Cable Business

Total Solution Business



株 主 メ モ

（2024年２月29日現在）

大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

日 電 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 536（千株） 11.90（%）

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 367 8.15

青　木　　さ　ち　子� 311 6.90

泉 州 電 業 株 式 会 社 229 5.10

株 式 会 社 証 券 ジ ャ パ ン 170 3.77

松 井 証 券 株 式 会 社 134 2.98

リ ケ ン テ ク ノ ス 株 式 会 社 127 2.83

因 幡 電 機 産 業 株 式 会 社 107 2.38

植　村　　瑠　美� 88 1.97

浦　名　　榮　次　郎� 75 1.66

昭 和 化 成 工 業 株 式 会 社 75 1.66

（注）持株比率は自己株式（183,323株）を控除して計算しております。

発行可能株式総数 12,000,000株
発行済株式の総数 4,691,555株
株主数 2,389名

（2024年２月29日現在）会社情報

会社概要
商 号 JMACS株式会社

（英文名：JMACS Japan Co., Ltd.）

設 立 1965年3月10日（登記上：1948年8月3日）

資 本 金 6億4,778万5,000円

従 業 員 数 95名（※臨時従業員を除く）

代表取締役社長 植 村 剛 嗣

専務取締役 植 村 瑠 美

取締役 住 吉 正 充

取締役（常勤監査等委員） 掘 井 尚 登

取締役（監査等委員） 阿 登 靖 紀

取締役（監査等委員） 秋 重 好 亜

取締役（監査等委員） 久 木 田 　 佳 　 代

（注）�取締役住吉正充、阿登靖紀、秋重好亜及び久木田佳代の４氏は、社外取締役であり
ます。

役 員（2024年５月29日現在）

株式に関する事項

当社ホームページにおきましても、最新のトピックス
をはじめとして、IR情報や会社情報、製品情報など様々
な情報をご案内しております。

https://www.jmacs-j.co.jp/
インターネットホームページアドレス

STO C K  I N F O R M AT I O N

株式情報
C O R P O R AT E  I N F O R M AT I O N

本社・本社工場

〒673-1331 兵庫県加東市森尾127番1
電線営業部 TEL 0795-46-1300　FAX 0795-46-1310
管  理  部 TEL 0795-46-1697　FAX 0795-46-1560

大阪営業所

〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島2丁目2番2号　近鉄堂島ビル15階
管  理  部 TEL 06-6341-0040　FAX 06-6341-0047
電線営業部 TEL 06-6341-8855　FAX 06-6341-8866

東京営業所（シェアオフィス）

〒102-0083 東京都千代田区麹町6丁目6番2号
番町麹町ビルディング5階

事 業 所

証券会社等で
株式を保有され

ている場合

証券会社等で
株式を保有されていない場合

（特別口座の場合）

住所変更、株式
配当金受取り
方法の変更な
どのお問合せ

お取引の証券会
社等になります。

当社の特別口座の口座管理機関
三菱UFJ信託銀行株式会社へお問合せ�
願います。
三菱UFJ信託銀行株式会社 
大阪証券代行部
電話 0120-094-777
（土、日、祝日を除く平日9:00～17:00）

未払配当金、そ
の他当社株式
関係書類につい
てのお問合せ

右記三菱UFJ信
託銀行株式会社
までお問合せ願
います。

ご 注 意

特別口座では、単元未満株式の買取・買
増以外の株式売買はできません。
株式の売買にあたっては、証券会社等に
口座を開設し、株式の口座振替手続を行っ
ていただく必要があります。

事 業 年 度 毎年３月１日から翌年２月末日まで
定 時 株 主 総 会 毎年５月

配 当 の 基 準 日 期末配当　　　２月末日
中間配当　　　８月31日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号（〒100-8212）
三菱UFJ信託銀行株式会社

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所スタンダード
証 券 コ ー ド 5817

公 告 の 方 法
電子公告（https://www.jmacs-j.co.jp/）
ただし、やむを得ない事由により電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲
載いたします。


